
― 7 ―

令和元年第３回定例会

三 沢 市 議 会 会 議 録

第２号（令和元年１２月５日）

━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━━

◎議事日程

第１ 市政に対する一般質問

─────────────────

（本定例会に提出された事件）

第２ 議案第27号 令和元年度三沢市一般

会計補正予算（第３号）

第３ 議案第28号 令和元年度三沢市国民

健康保険特別会計補正予算（第

１号）

第４ 議案第29号 令和元年度三沢市食肉

処理センター特別会計補正予算

（第１号）

第５ 議案第30号 令和元年度三沢市農業

集落排水事業特別会計補正予算

（第１号）

第６ 議案第31号 令和元年度三沢市下水

道事業特別会計補正予算（第２

号）

第７ 議案第32号 令和元年度三沢市介護

保険特別会計補正予算（第２

号）

第８ 議案第33号 令和元年度三沢市後期

高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）

第９ 議案第34号 令和元年度三沢市水道

事業会計補正予算（第１号）

第10 議案第35号 令和元年度三沢市立三

沢病院事業会計補正予算（第１

号）

第11 議案第36号 三沢市特別職の職員の

給料等に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

第12 議案第37号 職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例の制定

について

第13 議案第38号 地方卸売市場三沢市魚

市場条例の一部を改正する条例

の制定について

第14 議案第39号 三沢市下水道条例の一

部を改正する条例の制定につい

て

第15 議案第40号 三沢市水道事業の設置

等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について

第16 議案第41号 三沢市水道事業給水条

例の一部を改正する条例の制定

について

第17 議案第42号 三沢市ごみ焼却施設建

設工事請負契約の締結について

第18 議案第43号 公の施設の指定管理者

の指定について（市民活動ネッ

トワークセンターみさわ）

第19 議案第44号 公の施設の指定管理者

の指定について（三沢市武道

館）

第20 議案第45号 公の施設の指定管理者

の指定について（三沢市国際交

流スポーツセンター）

第21 議案第46号 公の施設の指定管理者

の指定について（三沢市駅前広

場）

第22 議案第47号 青森県市町村職員退職

手当組合を組織する地方公共団

体の数の減少及び青森県市町村

職員退職手当組合規約の変更に

ついて

第23 議案第48号 十和田地区環境整備事

務組合規約の変更について



― 8 ―

─────────────────

第24 総括質疑

─────────────────

第25 特別委員会の設置及び議案の付託

─────────────────

第26 特別委員会委員の選任

─────────────────

◎本日の会議に付した事件

第１ 市政に対する一般質問

─────────────────

（本定例会に提出された事件）

第２ 議案第27号 令和元年度三沢市一般

会計補正予算（第３号）

第３ 議案第28号 令和元年度三沢市国民

健康保険特別会計補正予算（第

１号）

第４ 議案第29号 令和元年度三沢市食肉

処理センター特別会計補正予算

（第１号）

第５ 議案第30号 令和元年度三沢市農業

集落排水事業特別会計補正予算

（第１号）

第６ 議案第31号 令和元年度三沢市下水

道事業特別会計補正予算（第２

号）

第７ 議案第32号 令和元年度三沢市介護

保険特別会計補正予算（第２

号）

第８ 議案第33号 令和元年度三沢市後期

高齢者医療特別会計補正予算

（第１号）

第９ 議案第34号 令和元年度三沢市水道

事業会計補正予算（第１号）

第10 議案第35号 令和元年度三沢市立三

沢病院事業会計補正予算（第１

号）

第11 議案第36号 三沢市特別職の職員の

給料等に関する条例の一部を改

正する条例の制定について

第12 議案第37号 職員の給与に関する条

例の一部を改正する条例の制定

について

第13 議案第38号 地方卸売市場三沢市魚

市場条例の一部を改正する条例

の制定について

第14 議案第39号 三沢市下水道条例の一

部を改正する条例の制定につい

て

第15 議案第40号 三沢市水道事業の設置

等に関する条例の一部を改正す

る条例の制定について

第16 議案第41号 三沢市水道事業給水条

例の一部を改正する条例の制定

について

第17 議案第42号 三沢市ごみ焼却施設建

設工事請負契約の締結について

第18 議案第43号 公の施設の指定管理者

の指定について（市民活動ネッ

トワークセンターみさわ）

第19 議案第44号 公の施設の指定管理者

の指定について（三沢市武道

館）

第20 議案第45号 公の施設の指定管理者

の指定について（三沢市国際交

流スポーツセンター）

第21 議案第46号 公の施設の指定管理者

の指定について（三沢市駅前広

場）

第22 議案第47号 青森県市町村職員退職

手当組合を組織する地方公共団

体の数の減少及び青森県市町村

職員退職手当組合規約の変更に

ついて

第23 議案第48号 十和田地区環境整備事

務組合規約の変更について

─────────────────

第24 総括質疑

─────────────────

第25 特別委員会の設置及び議案の付託

─────────────────

第26 特別委員会委員の選任

─────────────────

◎出席議員（１８名）

議長 １番 舩 見 亮 悦 君



― 9 ―

副議長 １１番 太 田 博 之 君

２番 小比類巻 孝 幸 君

３番 田 嶋 孝 安 君

４番 佐々木 卓 也 君

５番 下 山 光 義 君

６番 遠 藤 泰 子 君

７番 瀬 崎 雅 弘 君

８番 澤 口 正 義 君

９番 加 澤 明 君

１０番 西 村 盛 男 君

１２番 堀 光 雄 君

１３番 春 日 洋 子 君

１４番 小比類巻 雅 彦 君

１５番 馬 場 騎 一 君

１６番 山 本 彌 一 君

１７番 堤 喜一郎 君

１８番 森 三 郎 君

─────────────────

◎欠席議員（０名）

─────────────────

◎説明のため出席した者（２８名）

市 長 小檜山 吉 紀 君

副 市 長 米 田 光一郎 君

政 策 部 長 山 本 剛 志 君

総 務 部 長 佐々木 亮 君

財 務 部 長 伊 藤 徹 也 君

市民生活部長 山 本 優 君

福 祉 部 長 田面木 るり子 君

経 済 部 長 関 敏 徳 君

建 設 部 長 澤 田 潤 君

上下水道部長 高 橋 常 幸 君

総 務 部 参 事
蹴 揚 光 昭 君

兼 総 務 課 長

政 策 部 参 事
新 堂 宏 一 君

兼政策調整課長

政 策 部 参 事
小 松 栄 二 君

兼広報広聴課長

市民生活部参事
中 里 聖 子 君

兼健康推進課長

秘 書 課 長 田 中 浩 君

防災管理課長 種 市 俊 之 君

基地渉外課長 岡 部 章 典 君

生活安全課長 田 辺 正 英 君

市 民 課 長 山 田 直 樹 君

国保年金課長 中 村 祐 子 君

都市整備課長 沼 辺 慎 也 君

土 木 課 長 吉 村 聖 毅 君

三沢病院事務局長 別 部 容 寛 君

消 防 長 山 内 修 一 君

教 育 長 冨 田 敦 君

教 育 部 長 山 﨑 徹 君

教育委員会事務局参事
小 泉 厚 子 君

兼生涯学習課長

代表監査委員 中野渡 進 君

─────────────────

◎職務のため出席した職員

事 務 局 長 村 井 拓 司 君

次 長 中 村 容 三 君

庶 務 係 長 織 笠 信 吾 君

主 査 川 嶋 貴 彬 君

主 事 浪 岡 光 平 君
─────────────────

配付資料

◎予算審査特別委員会委員一覧表

議席番号 職 名 氏 名

１３番 委 員 長 春 日 洋 子

５番 副委員長 下 山 光 義

２番 委 員 小比類巻 孝 幸

９番 委 員 加 澤 明

１０番 委 員 西 村 盛 男

１４番 委 員 小比類巻 雅 彦

１５番 委 員 馬 場 騎 一

１８番 委 員 森 三 郎

◎条例等審査特別委員会委員一覧表

議席番号 職 名 氏 名

８番 委 員 長 澤 口 正 義

４番 副委員長 佐々木 卓 也

３番 委 員 田 嶋 孝 安



― 10 ―

６番 委 員 遠 藤 泰 子

７番 委 員 瀬 崎 雅 弘

１２番 委 員 堀 光 雄

１６番 委 員 山 本 彌 一

１７番 委 員 堤 喜一郎



― 11 ―

午前１０時００分 開議

○議長（舩見亮悦君） おはようございま

す。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

これより、本日の会議を開きます。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（舩見亮悦君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

佐々木卓也議員の登壇を願います。

○４番（佐々木卓也君） おはようございま

す。市民クラブの佐々木卓也でございます。

通告に従いまして、市政に対する一般質問

をさせていただきます。

本年１０月、東日本各地に大きな爪跡を残

した台風１９号、台風本体の発達した雨雲や

台風周辺の湿った空気の影響で、静岡県や新

潟県、関東甲信地方、東北地方を中心に広い

範囲で記録的な大雨となりました。総雨量

は、神奈川県箱根町で１,０００ミリに達

し、関東甲信地方と静岡県の１７地点で５０

０ミリを超えました。

この記録的な大雨により、５段階ある警戒

レベルで最高の大雨特別警報が、１２日１５

時３０分に静岡県、神奈川県、東京都、埼玉

県、群馬県、山梨県、長野県の７都県に、１

２日１９時５０分に茨城県、栃木県、新潟

県、福島県、宮城県の５県に、そして１３日

０時４０分に岩手県に発表されました。

この台風１９号等に係る被害状況は、１２

月２日現在で死者９８人、行方不明者３人、

堤防決壊は７４河川・１４０カ所に及び、土

砂災害は２１都県・９６２件、住家被害は９

万１,０００棟余りとなっています。

お亡くなりになられた方々の御遺族に対し

ましてお悔やみを申し上げますとともに、被

災された方々に対して心からお見舞いを申し

上げ、早期の復旧・復興を切に願うところで

あります。

今回は、新聞・テレビ報道等により、この

台風１９号とその後の大雨に伴う甚大な被害

を目の当たりにし、今後の防災・減災対策の

抜本的な見直しの必要性を痛感し、人口減少

社会にあって選ばれる三沢市になるために

も、災害に強いまちづくりを推進していく必

要があるという思いから、改めて三沢市の防

災・減災対策について質問させていただきた

いと思います。

それでは、第１点目の古間木川の治水対策

についてお伺いします。

近年は、地球温暖化の影響とも言われ、台

風発生海域の海水温の上昇により、今回の台

風１９号のようなスーパー台風と言われる猛

烈な台風の出現頻度が増加しており、同時に

台風の通過経路が北上しています。

地球温暖化は、二酸化炭素など温室効果ガ

スの大気中濃度がふえ、地球の平均気温が上

がる現象で、干ばつや巨大台風が頻発する原

因になるとされ、海面の上昇や異常気象によ

る食糧不足につながると言われています。

世界各国は、地球温暖化防止を目指し、温

室効果ガスの排出について国際的なルールを

定めたパリ協定が２０１５年に採択されまし

たが、本年１１月４日、アメリカは国連に対

し正式にパリ協定からの離脱を通告しまし

た。

パリ協定からアメリカが離脱することは、

地球環境に大きな危機をもたらす可能性があ

ると言われており、このことはかけがえのな

い地球に住む人間の一人として、とても残念

に思うと同時に、第２次三沢市環境基本計画

の中でも地球温暖化問題について「地球規模

の問題ですが、私たちの日常生活に欠かすこ

との出来ない電気や自動車も温室効果ガスの

発生源であり、きわめて身近な環境問題」で

あると言及されておりまして、私たちもでき

ることから地球温暖化対策にしっかり取り組

んでいかなければならないと考えるところで

あります。
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さて、古間木川は、過去において平成２年

から１１年にかけて計４回の床上浸水被害が

生じ、特に平成２年には床上４４戸、平成１

３年には床上８戸の浸水被害が発生したこと

から、河川改修により被害の軽減を図ること

を目的に、平成１３年度からは青森県による

古間木川床上浸水対策特別緊急事業が実施さ

れました。これにより地域住民の安全と安心

が確保されてきたわけでありますが、実はこ

の工事は、調べてみますと５年に１回程度発

生すると予想される洪水の水量を想定して実

施されたということがわかりました。

全ての大雨に対して絶対氾濫しないという

ことはあり得ないのかもしれませんが、近年

は５０年に一度の大雨が毎年日本のどこかで

発生し、甚大な被害をもたらしています。

このような状況の中、古間木川流域の住民

から、今回の台風接近で夜も不安で眠られな

かったという声が聞かれました。ふだんから

川を眺めていると、川底が上がってきている

のがわかると言います。つまり、流入土砂が

堆積しているということであります。

私は、本年８月２３日早朝の１時間当たり

の雨量が三沢市で３５ミリとなったときの古

間木川の様子を見に行きましたが、かなりの

水量となっていました。このときは集中豪雨

の時間が約１時間ということでありましたの

で、水が堤防を越えることはありませんでし

たが、台風１９号では１時間当たり１００ミ

リ近い豪雨が長時間にわたり降り続いていま

した。

近年の５０年に一度の大雨特別警報が頻繁

に発表されていることに鑑みますと、今後、

スーパー台風等の接近・襲来による豪雨が起

こらないとは言い切れない状況の中、古間木

川の氾濫による浸水被害が危惧されるところ

でありまして、今からしっかりと対策を講じ

るべき、つまり、少なくとも河床のしゅんせ

つが必要と考えるところであります。

また、下流域の拡幅など流下能力を高める

改修など、地域の水害リスクを低減する減災

対策が必要ではないかと考えるところであり

ます。

そこで、地域住民の安全確保に資する市の

取り組みについてお伺いします。

次に、第２点目、急傾斜地崩壊対策事業の

進捗状況等及び工事完了に伴う市民への周知

等についてお伺いします。

三沢市では、台風１９号の接近に際し、市

民に対し警戒を呼びかけました。１０月１２

日午前８時４４分に台風１９号に関する注意

喚起を行い、同じく午後１時５７分に台風１

９号避難準備・高齢者等避難開始を発令しま

した。これは、台風１９号の接近に伴い、土

砂災害が発生するおそれがあるため、駒沢地

区、猫又・上久保地区、新町地区、鶯谷地

区、薬師地区、駅前地区、古間木地区、春日

台地区に避難準備・高齢者等避難開始を発令

し、上久保小学校、第五中学校、三沢商業高

校に避難所を開設したという内容でありま

す。これについては、翌日の午前８時に解除

されました。

市民の生命と財産を守るための三沢市の対

応、今回は深夜から明け方までの間に大雨の

ピークが予想されていましたが、空振りを恐

れず明るい時間帯に避難準備・高齢者等避難

開始を発令したことは、住民の安全を最優先

した判断だったと評価するものであります。

参考までに、今回の避難者数は、三沢商業

高校１１名、上久保小学校４名であったとい

うふうに伺っております。

そこで、住民の安全が確保され、安心して

三沢市に住んでいただくためにも、土砂災害

の未然防止策が必要になるわけであります

が、これまで青森県により急傾斜地崩壊対策

事業が継続的に進められてきました。そこ

で、三沢市域の急傾斜地崩壊対策事業の進捗

状況及び今後の見通しについてお伺いしま

す。

次に、工事が完了するということは、その

箇所の安全が確保されたものと理解をするわ

けでありますが、工事が完了した地域の住民

への周知及びハザードマップの修正はどのよ

うになされているのかお伺いします。
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次に、第３点目、防災基本計画の修正に対

する市の対応についてお伺いします。

近年、先ほど来から言っておりますよう

に、毎年のように５０年に一度と言われるよ

うな大規模災害が発生し、防災上必要となる

対策が追いついていない現状等を鑑みます

と、これまでの災害対応や課題等を十分に検

証した上で、既存の対策等を抜本的に見直

し、かつ強力に推進していかなければならな

いと考えているところであります。

国においては、本年５月に防災基本計画が

修正されました。主な項目として、平成３０

年７月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの

避難対策に関する修正、平成３０年に発生し

た災害への対応の教訓を踏まえた修正、その

他最近の施策の進展等を踏まえた所要の改正

となっていますが、今回の修正に対する三沢

市の対応についてお伺いします。

次に、第４点目、国土強靱化地域計画の策

定についてお伺いします。

国においては、平成２５年１２月に、強く

しなやかな国民生活の実現を図るための防

災・減災等に資する国土強靱化基本法を制定

し、平成２６年６月に国土強靱化基本計画を

策定しましたが、昨年１２月、大規模地震の

発生確率の増加、異常気象の頻発・激甚化等

を踏まえ、国土強靱化の取り組みは引き続き

喫緊の課題とされたことから、国土強靱化基

本計画を見直し、その歩みの加速化・深化を

図ることを目的に、「防災・減災、国土強靱

化のための３か年緊急対策」において、防災

のための重要インフラ等の機能維持や、国民

経済・生活を支える重要インフラ等の機能維

持等、緊急対策１６０項目を２０１８年度か

らの３年間で集中実施することとされまし

た。

そして国土強靱化を効果的に進めるために

は、地方公共団体を中心とした地域の強靱化

の推進が極めて重要とされ、そのため国と地

方公共団体及び地方公共団体相互における十

分な情報共有・連携の確保や、地方公共団体

等における組織体制の強化及び国土強靱化地

域計画の策定の加速化が求められています。

そこで、三沢市の地域計画策定について、

今後、どのように取り組んでいくのかお伺い

します。

以上で、私の一般質問を終わらせていただ

きます。御答弁のほどをよろしくお願いいた

します。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの佐々木卓

也議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） おはようございま

す。

まず、議長の許可を得ながら、このたびの

災害でお亡くなりの方に心から御冥福を祈る

とともに、全ての地域が災害以前に一刻も早

く復旧するよう心からお祈りをして、答弁に

入りたいと思います。

ただいまの佐々木議員の御質問の防災・減

災対策についての第３点目、防災基本計画の

修正に対する市の対応については私から、そ

のほかにつきましては副市長並びに担当部長

からお答えをさせますので、御了承願いま

す。

防災基本計画は、国の防災対策に関する基

本的な計画として策定されており、この計画

に基づき各地方公共団体に地域防災計画の策

定を義務づけし、三沢市においても同様に策

定しているところであります。

国において行われた本年５月の修正内容

は、近年のゲリラ豪雨や台風等の風水害をは

じめとする大災害への対応の教訓を踏まえ、

市民の生命や財産を守ることに重きを置いた

修正となっております。当市におきまして

も、現在、三沢市地域防災計画の修正を行

い、年度内の完了を目指しているところであ

ります。

災害は、いつ何どき起こってくるか予想が

つかない状況にあります。そのため、市で

は、三沢市地域防災計画を修正中ではありま

すが、国の防災基本計画修正のきっかけと

なっている過去の事案や、他自治体の災害対



― 14 ―

応の反省を踏まえた対策等を参考に、実際の

災害対応に当たっているところであります。

本年１０月に発生した台風１９号において

も、関係機関からの情報をもとに、各種警報

の発表を待つことなく、避難しやすい明るい

時間帯に土砂災害の危険度を示す警戒レベル

３の避難準備・高齢者等避難開始を発令し、

市内３カ所に避難所を開設したところであり

ます。

私も真夜中ではありましたけれども、上

小、五中、商業のほうを回ってみました。

市といたしましては、三沢市地域防災計画

の修正を行うことはもとより、今後もあらゆ

る災害等から市民の生命及び財産の保護を最

優先に、安心・安全なまちづくりを推進して

まいりたいと考えております。

私からは、以上です。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 防災・減災対策

の第４点目、国土強靱化地域計画の策定につ

いてお答えいたします。

国では、平成２５年１２月に、強くしなや

かな国民生活の実現を図るための防災・減災

等に資する国土強靱化基本法を制定し、翌年

の平成２６年６月には、同法に基づき国土強

靱化基本計画を策定しております。

また、青森県におきましても、命と暮らし

を守る青森県を目指し、平成２９年３月に青

森県国土強靱化地域計画を策定したところで

ございます。この国土強靱化地域計画につき

ましては、国土強靱化基本法第１３条におい

て、国土強靱化に関する施策の総合的かつ計

画的な推進を図るため、当該都道府県または

市町村の区域において国土強靱化に係るその

他の計画等の指針とすべき計画として定める

ことができるとされているものでございま

す。

青森県では、本年９月に、国土強靱化の取

り組みを一層促進させるため、県内各自治体

への通知を行っており、策定状況について

は、むつ市と８市町村で構成される八戸圏

域、この２件が策定済みとなっております。

国土強靱化地域計画を策定するためには、

総合計画や地域防災計画、また、その他の計

画との整合性を図り策定することとされてお

りますことから、市といたしましても三沢市

総合振興計画や三沢市地域防災計画との整合

性をはじめ当該計画の実現についても勘案

し、さらに調査・研究を行ってまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 防災・減災対

策のうち、第２点目の急傾斜地崩壊対策事業

に対する質問の２点目、工事が完了した地域

の住民への周知及びハザードマップの修正に

ついてお答えいたします。

土砂災害ハザードマップは、土砂災害警戒

区域及び土砂災害特別警戒区域において集中

豪雨などによって崖崩れ等が発生した場合

に、被害が及ぶおそれがある範囲や各地区の

避難場所を示しており、浸水被害なども生じ

る可能性があることから、これらの危険性の

ある箇所についても示したものであります。

その対象地域として表示されている区域に

つきましては、県が急傾斜地崩壊対策工事を

行っており、この対策により崩壊の危険度の

低下が見込まれますことから、市民の皆様が

安心して暮らせるよう対策を講じていただい

ているところであります。

しかしながら、急傾斜地崩壊対策工事が完

了したとしましても、傾斜度が大幅に変化す

るものではなく、高低差も変わらないことが

多いことから、確実に土砂災害警戒区域及び

土砂災害特別警戒区域の解除につながるもの

ではなく、住民の生命を保護することを考え

た場合に、風水害や地震等の災害時の影響の

変化等に係る判断につきましては、慎重にな

らざるを得ないというのが現状でございま

す。

また、土砂災害警戒区域及び土砂災害特別

警戒区域の変更や解除があった場合は、速や

かに土砂災害ハザードマップへ反映させてお

り、現在もその都度、対象地域の見直し作業
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を進めているところでもございます。

市といたしましては、今後も当該地域に居

住されている市民の方々が少しでも安心でき

る生活を送れるよう、土砂災害ハザードマッ

プを通じてより正確な情報の周知に努めてま

いりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 建設部長。

○建設部長（澤田 潤君） 防災・減災対策

についての第１点目の古間木川の治水対策に

ついてお答えいたします。

古間木川は、三沢駅周辺の市街地を流れ

る、延長約４.６キロメートルの青森県が管

理する１級河川であります。現在は、改修工

事により川幅が広くなりましたが、改修以前

は周辺民家の床上まで浸水する被害が頻繁に

発生しております。その浸水被害を解消する

ため、三沢駅周辺の延長１.１キロメートル

の区間において平成８年度から平成２０年度

まで改修事業を実施したことにより、完成後

は古間木川の氾濫による床上・床下浸水の被

害は発生していない状況であります。

しかしながら、近年の大雨により土砂が堆

積し、有効断面の減少が見られるため、当市

は青森県に対し土砂を撤去する要望を毎年

行っており、それを受けて青森県は、平成３

０年度に古間木川河床整備工事として４５０

メートル実施し、今後については状況を見な

がら対応していきたいということでありま

す。

また、ソフト面の対応としましては、国・

県及び高瀬川流域市町村長で組織する高瀬川

水系洪水予報・水防連絡会における洪水対応

演習への参加など、今後におきましても今ま

で以上に関係機関との連携を密にし、お互い

に情報収集に努めながら古間木川周辺住民の

安全確保に努めてまいりたいと考えておりま

す。

なお、佐々木議員御指摘のとおり、気象庁

による５０年に一度の降雨が予想される大雨

特別警報が頻繁に発表される状況において、

古間木川の断面は５年に一度の大雨に対応す

るものであることから、今よりも多い降水量

に対応する改修工事について、青森県への要

望を検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

続きまして、防災・減災対策についての第

２点目の急傾斜地崩壊対策事業に対する質問

の１点目、急傾斜地崩壊対策事業の進捗状況

及び今後の見通しについてお答えいたしま

す。

急傾斜地崩壊対策事業は、擁壁工、排水工

など斜面の崩壊を防止する工事を行うことに

よって、急傾斜地の崩壊による災害から国民

の生命を保護し、民生の安定と国土の保全に

資することを目的としており、急傾斜地の所

有者等が崩壊防止工事を行うことが困難また

は不適当な場合に、所有者にかわり青森県が

事業を行うものであり、急傾斜地とは、急傾

斜地の崩壊による災害の防止に関する法律に

よると、傾斜度が３０度以上である土地と定

義されており、そのうち自然崖であること、

被害が予想される人家が５戸以上もしくは公

共施設等が存在するなどが当該事業の採択基

準となっております。

当市の急傾斜地崩壊危険箇所は、平成３１

年３月３１日現在で６５カ所あり、そのうち

当該事業の対象となる２５カ所に対しては、

昭和５１年より事業を開始し、これまでに本

町２丁目地区の石要歯科西側や新町２丁目地

区の瑞泉寺南側など１６カ所について事業が

完了しております。

現在の事業実施状況ですが、本年度より本

町４丁目地区の朝日印刷周辺における測量・

地質調査・設計業務に着手し、令和６年度ま

でに対策工事を完了する予定となっておりま

す。

今後の見通しですが、未着手の８カ所に対

しては、本町４丁目地区の対策事業の進捗状

況を勘案し、危険度及び住民要望を考慮し、

順次、青森県に対して事業の採択を求めてま

いります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 佐々木議員。



― 16 ―

○４番（佐々木卓也君） 御答弁をありがと

うございました。

それでは、質問順に、再質問があるのとな

いのがございますけれども、お話ししたいと

思います。

まず、１点目の古間木川の浸水対策につい

てということで、３０年には実際にしゅんせ

つを実施していると、今後についても状況に

応じて対応していきたいというふうなことで

したが、さらには５０年に一度の大雨対策と

いうふうなことで県に要望を検討していきた

いということでした。ここのところについて

は、ぜひ積極的に行っていただきたいと思い

ます。

それから、多分検討する中には、今後、下

流域の容量をふやすというふうなことでの下

流域の拡幅なども検討していただきたいとは

思うのですけれども、そのことに関してはい

かがでしょうか。

○議長（舩見亮悦君） 答弁願います。

建設部長。

○建設部長（澤田 潤君） ただいまの佐々

木議員の再質問につきましてお答えいたしま

す。

古間木川の下流域の拡幅についてというこ

とでございますが、古間木川につきましては

姉沼、小川原湖、それから高瀬川、また、姉

沼や小川原湖に流入する河川全てを含んだ高

瀬川流域の河川の一つの川となっておりま

す。それで、この古間木川を例えば３０年確

率、５０年確率にする場合には、その下流の

高瀬川や小川原湖、姉沼のほうの容量の拡充

やらいろいろな調整をとらなければならない

ということがございます。

古間木川に関しても、その容量の拡充等に

つきましては当然必要なのですが、関係する

自治体のほうと情報交換を行いながら、必要

に応じて県への要望を行うとともに、想定を

超えた降雨や災害に対して備えてまいりたい

というふうに考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 佐々木議員。

○４番（佐々木卓也君） ありがとうござい

ました。その辺のところをよろしくお願いし

たいと思います。

それでは次に、２点目の急傾斜地崩壊対策

事業の進捗状況等ということでございます。

いろいろと工事が進んでいるということでお

話を伺いました。

ただ、工事が完了しても、結果的にはそこ

が危険区域から解除されないということで、

今後とも先ほどの答弁にありましたように、

市民によるハザードマップの適正な利用とい

うふうなことで、自分のところがもしかした

らそこの危険区域に入っているのであれば、

そういう認識をきちんと持っていただけるよ

うに周知等に努めていただきたいと思いま

す。

これにつきましては、再質問はございませ

ん。

それから、３番目の防災基本計画の修正に

伴う市の対応ということで、現在、年度内の

完成を目指して防災計画を修正中というふう

なことで了解いたしました。

まず、台風１９号の際にも迅速な対応とい

うか、警報が発令される前でも、そういう警

戒レベル３を発令して、市民の生命と財産を

守る、最優先で取り組んでいるということが

わかりましたので、その辺のところも今後と

もどうぞよろしくお願いしたいと思います。

再質問はございません。

それから、国土強靱化地域計画の策定とい

うことで、３カ年緊急対策事業というふうな

ことで時間が経過していくわけなのですけれ

ども、今後、いろいろと総合計画だとか防災

計画との整合性を図りながら調査・研究を

行っていきたいということでありましたけれ

ども、そういうことで国土強靱化地域計画を

策定して、それに基づいて採択された事業

は、国から助成・支援があるというふうなこ

とでございます。

そういうようなことから、三沢市の防災・

減災対策等で、今後、より強化しなければな

らない必要なこと、それらを市の実態に即し
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た計画の内容という、そういうことの検討を

お願いしたいと思いますが、このことについ

てはいかがお考えでしょうか。

○議長（舩見亮悦君） 副市長。

○副市長（米田光一郎君） 国土強靱化計画

に対する再質問で、市の実態・特徴などに即

した計画をということにお答えしたいと思い

ます。

先ほど答弁でも、質問の中にもございまし

たが、我が国の気象変動、これは激しくなっ

ております。さらには、自然災害が頻発化し

ており、激甚化にさらされております。こう

いう状況を鑑みますと、国土強靱化基本計画

策定の際には、いかなる災害が発生しようと

も被害が致命的なものにならないように、そ

して迅速に回復させるような手だてが必要と

考えております。こういうことを計画に盛り

込みたいと思います。

さらには、市が進めている共生社会、この

考え方を盛り込みたいと思います。すなわ

ち、障害のある方や高齢の方、日本語がわか

らない方、そのような方が災害弱者にならな

いような工夫も必要であろうかと考えており

ます。

さらに、地理的なことを考えますと、三沢

基地が所在し、隣接する六ヶ所村には原子燃

料サイクル施設がございます。その状況等も

考慮した計画、それらを三沢市の計画にいた

したいと考えております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、佐々木卓也

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

澤口正義議員の登壇を願います。

○８番（澤口正義君） おはようございま

す。８番澤口正義です。

質問を行う前に、議長のお許しをいただき

まして、このたびの今上天皇陛下御誕生を心

から慶祝申し上げます。

平成から令和への新たな時代の幕開けとな

りました。まさに日本国民にとって令和元年

は特別な年ではないでしょうか。私は、今上

天皇陛下が国内外に即位されましたことを宣

明なされた即位礼正殿の儀を拝見し、心から

日本国民であることに誇りと大きな喜びを感

じたところであります。

それでは、通告に基づき三沢空港第２駐車

場の環境整備について質問いたします。

三沢空港は、青森県南・下北地域及び岩手

県北地域における高速交通の要衝として、青

森県の経済社会の発展と県民生活の向上に大

きな役割を果たしていることは、皆様も御承

知のとおりであり、過去には東京羽田線が１

日４便就航し、空港利用者は年間５９万人以

上となるなど、当市や近隣地域にとりまして

欠くことのできない、大変重要な交通施設で

あります。

現在は、東京羽田線が３便、大阪伊丹線が

１便、札幌丘珠線が１便就航しているところ

であり、東北新幹線八戸駅の開業に伴い、利

用者数は以前より減少したものの、関係機関

や関係団体等による積極的な利用促進活動も

あり、搭乗率が年々上昇していることは大変

喜ばしいことであり、地域経済にも大きく寄

与しているものと考えております。

空港通りをよく車で走っておりますが、第

２駐車場に多くの車が駐車されている様子を

目にしており、三沢空港の利用率が上がって

いることを私自身も実感しており、大変うれ

しく思っております。

このような利用率の上昇は、三沢空港の第

１駐車場や第２駐車場を無料化するなどのさ

まざまな利用促進活動によるものと理解して

おりますが、国が管理する三沢空港は、第１

駐車場は国が、第２駐車場は旧三沢市食肉処

理センター跡地を三沢市が開放するという形

であります。また、それぞれの整備状況につ

いても、第１駐車場はアスファルト舗装さ

れ、駐車区画が整備されておりますが、第２

駐車場は未舗装であり、駐車区画についても

建設資材である単管やロープで仕切られてい

るなど、空の玄関にふさわしいものであると

は思えません。余りにも粗末な状態ではない

でしょうか。
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そもそも空港利用者は、スーツケースなど

の大きな荷物を持った方が多く、未舗装の第

２駐車場から空港ビルに移動するには不便な

状況であることに加え、民間の敷地の一部を

通り抜けるなど、決して利用者の利便性と安

全性が確保されているとは言えないものであ

ります。

また、老朽化により現在使用されていない

建物を撤去することにより、多くの駐車台数

が確保できるものとなることからも、抜本的

な整備・改良を行うことが急務であります。

三沢空港は、当市のみならず県南地域等に

影響をもたらす施設であることから、当市の

みの費用負担をするのはどうかと考えるとこ

ろではありますが、利用率が向上しているこ

のタイミングで第２駐車場の整備・改良を行

うことが重要と考えますが、市当局のお考え

を伺います。

以上で、壇上からの質問を終わります。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの澤口正義

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの澤口議

員の御質問の三沢空港第２駐車場の環境整備

についてお答えいたします。

県南・下北地域の空の玄関口である三沢空

港は、近隣地域へのビジネス利用などが多

く、今年度の１０月末現在の三沢空港の利用

率は８２％と前年度比で６ポイント上昇して

いるところであります。そして近年の利用率

の向上に伴い、三沢空港の第１駐車場及び第

２駐車場においても駐車場利用者が増加して

いる状況であり、時期や時間帯によっては満

車状態となっているところであります。

第２駐車場の整備につきましては、利便性

や安全性の向上のため、アスファルト舗装や

照明灯の整備が必要なほか、近接する第１駐

車場及び空港ターミナルまでの移動の連続性

を確保するため、一体的な整備が必要である

と考えております。

市といたしましても、利用率が向上してい

るこの機を捉え、国が管理する第１駐車場と

三沢市所有の第２駐車場を含めた空港の周辺

環境整備の必要性を国に訴えながら、国等関

係機関と調整を図り、第２駐車場の整備に取

り組んでまいりたいと考えております。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 澤口議員。

○８番（澤口正義君） ただいま市長より、

第１駐車場から空港ターミナルまでの一体的

な整備に取り組む方針が明言されました。私

も重く受けとめたいと思っております。その

上で再質問をさせていただきたいと思いま

す。

実はこの案件につきましては、数年前から

いろいろ検討されておりました。この間、皆

様も御承知かと思いますが、あそこにありま

した緑化公社、そしてシルバー人材セン

ター、さらには三沢まつりの山車小屋もそれ

ぞれ移転されたと伺っております。

当然のことながら、今、市長の言葉にもあ

りましたように、整備を行うには空港の管理

者である国土交通省とのさまざまな調整が必

要でしょう。また、財源の確保という大きな

課題もあります。

私自身、その辺のところはよく理解してい

るところではありますが、この空港に関する

事案は、三沢市にとってすごい影響が大きい

施設であると私は思っております。したがっ

て、この事業・事案というのは、優先度の度

合いからいうと、相当高いものであろうと私

は認識しております。

市長は、さきの６月市議会におかれまし

て、向こう４年間の基本方針、姿勢、所信の

中で高速交通を取り上げまして、強くお考え

を持っているようでございます。この際、小

檜山新市長のリーダーシップのもと、一日も

早く私は着手するべきだと考えております

が、当面の着手に当たる大まかなところで結

構でございますが、今後の事業スケジュール

等をお示しできるならばありがたいと思って

おります。よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問について
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お答えいたします。

市といたしましても、整備するタイミング

はよい時期であると考えておりますが、将来

的にも使いやすい、何度も改修しなければな

らないという状況を生じさせないことも考え

ております。また、議員おっしゃるとおり、

多額の費用がかかるということもあることか

ら、現時点では整備のスケジュールは示すこ

とはできませんが、まずは国への要望をする

とともに、さまざまな補助金、交付金などを

活用し、できる限り早期に実現できるよう努

めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、澤口正義議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

春日洋子議員の登壇を願います。

○１３番（春日洋子君） １３番、公明党の

春日洋子でございます。通告の順に従い質問

してまいります。

はじめに、行政問題の１点目、防災士と行

政との連携についてお伺いします。

防災士は、自助・共助・協働を原則とし

て、社会のさまざまな場で防災力を高める活

動が期待され、そのための十分な意識と一定

の知識と技能を習得したことを特定非営利活

動法人日本防災士機構が認証した人です。

日本防災士機構は、阪神・淡路大震災の教

訓の伝承と市民による新しい防災への取り組

みを推進し、防災と危機管理に寄与すること

を目的に、２００３年に創設され、防災士養

成研修と資格取得試験が始まりました。２０

１９年１０月末現在、防災士認証登録者数は

１８万６４９名であり、青森県は２,２６３

名が防災士として認証されているということ

です。昨今、内外で災害が多発していること

を反映して関心が高まり、受験者は急増して

いると言われています。

防災士資格は民間資格であり、自発的な防

災ボランティア活動を行うことにあります

が、多くの地方公共団体が予算を計上して防

災士を養成し、自主防災組織や学校、職場に

配置するなどの事例が各地で広がり、防災士

の社会的評価と期待は急速に高まっていま

す。

東日本大震災や熊本地震においても、防災

士のリーダーシップによって住民の命が助

かったり、避難所運営がスムーズに運んだと

いう事例が多数報告されており、民間パワー

による努力によって地域防災力の向上に貢献

しています。このことから、防災士の資格を

取得するだけでなく、防災士を組織化し、知

識や技術を伝え、共有することに意味がある

ものと考えます。

そこで、防災士と行政との連携について本

市の御見解をお伺いします。

次に、２点目の結婚新生活支援事業につい

てお伺いします。

結婚新生活支援事業は、各自治体と国が新

婚世帯を応援するために補助金を交付する制

度であり、婚姻に伴う経済的負担を軽減する

結婚新生活支援事業補助金として、２０１６

年に事業がスタートしました。２０１８年か

らは、地域少子化対策重点推進交付金の一つ

として、少子化対策の推進を目的として展開

されています。

地域少子化対策重点推進交付金は、結婚・

妊娠・出産・育児の切れ目ない支援のための

地域の実情に応じたニーズに対応する、地域

独自の先駆的な取り組みを行う地方公共団体

を支援することで、地域における少子化対策

の推進に資することを目的としております。

補助率は２分の１であり、交付上限額は１

世帯当たり３０万円、事業費ベースです。主

な対象世帯は、夫婦ともに婚姻における年齢

が３４歳以下で、世帯所得は３４０万円未

満、年収換算で約５３０万円の新規に婚姻し

た世帯であり、補助対象は婚姻に伴う住宅取

得費用または自宅賃借費用、引っ越し費用と

なります。対象世帯に関しては、このほかに

も細かな条件がそれぞれの自治体で設定され

ています。

事業を行う自治体は、年々増加し、２０１

６年は１３０市区町村、２０１７年は２３４
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市区町村、２０１８年８月１６日時点では２

５７市区町村で展開されています。

国立社会保障・人口問題研究所が公表して

いる結婚と出産に関する全国調査によると、

１８歳から３４歳の未婚者に聞いた結婚の障

害は、結婚資金が男女とも４０％以上と毎回

トップを独占し、結婚のための住居を挙げる

人は男女で３６.５％と最も多くなっていま

す。

そこで、本市においても結婚新生活支援事

業を導入すべきと考え、御見解をお伺いしま

す。

次に、３点目のふるさと納税の寄附項目に

ついてお伺いします。

総務省のふるさと納税のポータルサイトを

開いてみますと、

多くの人が地方のふるさとで生まれ、その

自治体から医療や教育等様々な住民サービ

スを受けて育ち、やがて進学や就職を機に

生活の場を都会に移し、そこで納税を行っ

ています。

その結果、都会の自治体は税収を得ます

が、自分が生まれ育った故郷の自治体には

税収が入りません。

そこで、「今は都会に住んでいても、自分

を育んでくれた「ふるさと」に、自分の意

思で、いくらかでも納税できる制度があっ

ても良いのではないか」、そんな問題提起

から始まり、数多くの議論や検討を経て生

まれたのがふるさと納税制度です。

とありました。

ふるさと納税制度は、生まれ育った故郷に

貢献できる制度、自分の意思で応援したい自

治体を選ぶことができる制度として創設され

ていることから、自分の生まれ故郷に限ら

ず、どの自治体にでもふるさと納税を行うこ

とができますので、それぞれの自治体がホー

ムページ等で公開しているふるさと納税に対

する考え方や、集まった寄附金の使い方など

を見た上で、応援したい自治体を選ぶことが

できます。

本市においても、これまでさまざまに創意

工夫をし、ふるさと納税の獲得に向けて努力

されてきたものと認識しておりますが、納税

件数は低調であると感じていたところ、新聞

報道で、滋賀県におけるふるさと納税で母校

を応援との掲載記事が目に飛び込んできまし

た。改めて遠く離れた故郷に恩返しがしたい

という気持ちから生まれた制度ということに

思いをめぐらしてみますと、本市においても

母校を応援する寄附制度を創設し、教育環境

の充実につなげる取り組みを願うものです。

そこで、ふるさと納税の寄附項目について

本市の御見解をお伺いします。

次に、４点目の急発進防止装置設置補助制

度についてお伺いします。

全国的に高齢ドライバーによる、アクセル

とブレーキのペダル踏み間違いによる深刻な

事故が多発し、社会問題になっていることか

ら、高齢ドライバーに対する後づけのペダル

踏み間違い防止装置の設置支援制度を開始し

ている自治体があります。重大事故を未然に

防ぐため、ふだんから使用している自動車に

後づけの急発進抑制装置をする場合の購入費

と設置費用に対して補助金の交付を始めてい

る自治体では、補助対象を満７０歳以上の市

内在住の市民とし、装置の購入及び装置設置

費用の額を、上限額を決めて補助していま

す。

本市においては、運転免許証自主返納支援

事業を実施されているところですが、過日、

市民の方より、どうしても車での移動が欠か

せないため、急発進を防ぐ装置の購入をした

いが、高額で負担が大きい、市からの補助を

何とかお願いしたいとの痛切な声が寄せられ

ました。

そこで、安全運転対策の一環として、補助

制度の導入に向けて本市の御見解をお伺いし

ます。

次に、５点目のおくやみ窓口の開設につい

てお伺いします。

おくやみ窓口とは、身近な方が亡くなられ

た後の手続について説明するとともに、申請

書の作成をお手伝いするなど、必要な手続を
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少しでも負担なく行っていただけるよう御案

内するものです。

お亡くなりになった方によって必要な手続

が異なり、中には複雑なものも含まれ、御遺

族の大きな負担となっています。御遺族に寄

り添うおくやみ窓口が必要事項が記入された

申請書を作成することで、何度も記入する負

担を軽減でき、手続に必要な窓口を選定し案

内することで、時間の短縮が図られます。個

人や申請者のマイナンバーカードを持参して

いただくと、さらにスムーズな申請ができる

ことになります。

本市においては、関係課や提出書類を示し

た一覧表を渡していますが、市民サービスの

向上のためにも、おくやみ窓口を開設すべき

と考えます。本市の御見解をお伺いします。

最後に、６点目の市立図書館への書籍消毒

機設置についてお伺いします。

書籍消毒機は、紫外線を使って書籍を殺菌

消毒し、本に風を当てて挟まったごみやにお

いを取る機械です。設置している図書館で

は、衛生面とともに図書館の本を大切に使う

意識にもつながっており、図書館の有効な機

器として定着し、重要なサービスとなってい

ると言われています。

本市の図書館では、図書館職員が本を貸し

出す際や返却された際に１冊ずつ確認し、手

作業で処理している現状です。

平成２９年第３回定例会における一般質問

に対しましては、「既に書籍消毒機を導入し

た自治体の事例を見ますと、稼働率が高い状

況であるとのことや、近年、書籍消毒機の性

能が向上し、また、維持コストが大幅に低減

したことから、衛生面を向上させるため、当

市立図書館においても導入について、さらに

検討してまいりたいと考えております」との

答弁でありました。

そこで、書籍消毒機設置について、その後

の検討状況をお伺いします。

以上で、私の質問を終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） ただいまの春日洋子

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

小檜山市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの春日議

員の御質問にお答えします。

行政問題の第２点目、結婚新生活支援事業

については私から、そのほかにつきましては

担当部長からお答えをさせますので、御了承

願います。

結婚新生活支援事業は、内閣府の２分の１

の補助を受けて各市町村が実施する事業であ

り、今年度は大阪府寝屋川市を含めて全国２

６３の自治体で実施されております。支援の

内容といたしましては、夫婦ともに３４歳以

下で世帯の所得金額が３４０万円未満の新婚

世帯に対し、結婚に伴って新生活を始めるた

めに必要となる新居の家賃や引っ越し費用

等、１世帯当たり最大３０万円を助成するも

のであります。

先ほどの春日議員の御指摘のとおり、国立

社会保障・人口問題研究所による独身者を対

象とした調査によりますと、結婚に踏み切れ

ない主な要因として、結婚資金と回答した割

合は３４歳以下では約４割、結婚後の新居と

回答した割合は約２割との調査結果が出てお

ります。

このことから、結婚新生活支援事業の実施

は、結婚を望みながらも経済的理由で結婚に

踏み切れない方を後押しすることができ、婚

姻率の上昇、ひいては出生率の上昇にも一定

の効果が期待できると考えられます。さら

に、若者の移住・定住化促進にもつながると

考えられるため、来年度の補助採択に向けて

国・県と協議してまいりたいと考えておりま

す。

私からは、以上です。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 行政問題の第３

点目、ふるさと納税の寄附項目についてお答

えいたします。

ふるさと納税制度は、出身地や応援したい

自治体と納税者を橋渡しする仕組みであると

ともに、自治体がみずから財源を確保し、さ
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まざまな施策を実現するために有効な手段と

されております。そして自治体が独自にさま

ざまな返礼品を贈ることが一般的となってか

らは、急速に制度の利用者がふえているとこ

ろであります。

当市への寄附は、平成２９年度は２４２件

で１,１１１万円、３０年度は７１４件で８

５８万円、今年度は１０月末現在５０１件で

５３６万円と昨年度を上回るペースで寄附が

寄せられております。このように件数は年々

増加しておりますが、年間寄附額は県内自治

体の中でも多いほうではないことから、創意

工夫した新たな取り組みが必要であると考え

ております。

御質問のふるさと納税制度を活用して母校

を応援する寄附制度につきましては、既に実

施されている事例を見ますと、県が県立高校

の卒業者へ寄附を呼びかけて実施している例

が多いようであり、学校で行われる具体的な

事業を寄附金の使い道として寄付を募り、返

礼品はなしとしている例もございます。

このような制度を当市も導入した場合、市

内の小中学校を卒業して、その後、市外へ転

出した方々が、懐かしい母校のために貢献す

る形で三沢市に対しふるさと納税を行うこと

ができるようになると思われます。また、未

来を担う子供たちの育成のために、多くの

方々から御支援をいただけることもあり得る

と思われます。

これらのことから、当市といたしまして

も、ふるさと納税制度を活用して、みずから

の母校を応援することができる寄附制度に関

しまして、教育委員会と連携しながら効果的

な手法を調査・研究し、導入に向けて検討し

てまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 行政問題の１

点目、防災士と行政との連携についてお答え

します。

防災士は、特定非営利活動法人日本防災士

機構による民間資格で、減災と防災力向上の

ための意識・知識・技能を有すると認められ

た人と定義されております。

春日議員御指摘のとおり、防災士間の連携

や交流などのネットワークが構築されること

により、相互の防災意識のさらなる向上が図

られ、また、自主防災会や町内会などにおけ

る地域での防災リーダーとしての活躍が期待

されるところであります。しかしながら、市

では、市内に居住する防災士資格取得者の人

数については把握しておりますが、個人情報

保護の観点から氏名や住所等については把握

できない状況にございます。

このことから、今後におきましては、当市

で実施する総合防災訓練や防災講習会等の機

会に防災士である方々の参加を促し、そこに

集まっていただいた防災士の方々によるネッ

トワークの構築が図られるような取り組みに

ついて検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） 行政問題の

第４点目、急発進防止装置設置補助制度につ

いてお答えいたします。

近年、高齢運転者による、アクセルとブ

レーキのペダルの踏み間違いなどによる重大

事故が全国各地で起きており、大きな社会問

題となっております。こうした中、当市にお

いては、昨年度から運転に不安のある方に対

し、バス券やタクシー券などの支援を行い、

運転免許証の自主返納を促す運転免許証自主

返納支援事業を実施し、交通事故の抑制を

図っております。

御質問の急発進防止装置は、車が停止して

いるときや低速時に急にアクセルを踏み込ん

だ場合、運転者に音や表示で警告するととも

に、アクセルを制御して急発進を防止するも

のであり、東京都など一部の自治体では、そ

の購入費に対する補助制度を実施しておりま

す。

また、国では、高齢運転者の交通安全対策

として、後づけ運転支援装置の開発の促進を
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自動車メーカーに要請しているほか、安全装

置つき自動車購入への補助制度制定、新型自

動車への自動ブレーキ搭載の義務化について

調整に入っており、また、後づけの運転支援

装置購入への補助制度制定についても検討し

ているところであります。

このようなことから、当市といたしまして

は、当面、運転免許証自主返納支援事業を促

進させ、交通事故防止に努めていくととも

に、国や自動車メーカーの動向を注視してま

いりたいと考えております。

続きまして、行政問題の第５点目、おくや

み窓口の開設についてお答えいたします。

おくやみ窓口は、死亡届提出後に必要な行

政手続等を専用の窓口を設け、スムーズに進

めていただくことを主な目的といたしており

ます。

その開設状況としては、県内ではまだ事例

がありませんが、全国では少しずつふえてき

ており、予約制のところ、また、必要な窓口

に同行案内するところ、複数の手続を一つの

窓口で完了できる、いわゆるワンストップ

サービスを実施しているところなど、各自治

体の状況によりさまざまな形態があります。

当市では、届け出に来られた際、市民課窓

口において葬祭費の支給、健康保険・年金・

各種手帳の返納など、それぞれの手続窓口や

必要な書類が記載されたものをお渡ししなが

ら説明することで、御遺族の方々の手続がス

ムーズにいくよう御案内しており、葬祭後に

個別の相談があった場合にも、職員が関係課

と連携しながら対応しているところでありま

す。

御質問のおくやみ窓口の開設につきまして

は、死亡届の受理件数や専属の人材確保の観

点などから、現在のところは考えておりませ

んが、今後のさらなる窓口サービスの向上を

図る中で、他市町村の開設状況やその必要性

などを調査・研究してまいりたいと考えてお

ります。

以上であります。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山﨑 徹君） 行政問題の第６

点目、市立図書館への書籍消毒機設置につい

てお答えいたします。

市立図書館では、サービス提供の充実と拡

大を目標に、より多くの市民に利用していた

だけるよう、乳幼児への読み聞かせ、調べる

学習講座、リサイクルブックフェアなどを実

施しているほか、今年度は読書通帳を作成配

付し、障害者への郵送貸し出しサービスの準

備も進めているところであります。

さて、御質問の書籍消毒機の設置につきま

しては、県内の動向を見据えながら検討して

おります。現在、設置している県内の図書館

では、書籍を借用する利用者自身が殺菌消毒

しており、衛生面だけではなく、図書館資料

を大切に使う意識向上にもつながっているこ

とから、重要な図書館サービスの一つとして

認識しているところであります。

このようなことから、市立図書館におきま

しても、利用者に安心して本を読んでいただ

ける新しいサービスとして、書籍消毒機設置

に向けてさらに検討してまいります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） 御答弁ありがとう

ございました。

質問順に再質問をさせていただきます。

はじめに、１点目の防災士と行政との連携

についてであります。

総務部長より、これまでの状況としまして

は、個人情報保護の観点から積極的に把握を

することはされてこなかった、そういうふう

に受けとめました。非常に消極的であるなと

いうふうな感想を抱きました。

先日、県立航空科学館におきまして三沢市

の防災フォーラムが開催をされまして、多く

の方々が参加をしておりまして、非常に防災

に関する意識というのは、このときのみなら

ずでありますけれども、高いということを再

認識したところでありました。すばらしい防

災フォーラムでありました。

八戸の市民病院の今明秀先生の講演もすば
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らしかったですし、本当に防災・減災に取り

組む市民の皆様への呼びかけ、また、そこに

参加する市民の皆様、近隣の方々もおいでに

なっておりましたけれども、そういう熱い思

いを感じるフォーラムでありました。

その際、第２部に登壇いたしました青森県

の防災士会の代表理事であります小山内敬子

さんもおいでになっておりまして、その際、

さまざまな参考となる発言を多くいただきま

したけれども、非常にやはり私がここに連な

る思いというのは、三沢市においてもぜひ防

災士の支部を立ち上げていただければ、より

活動も多岐にわたって広まっていくのではな

いか、そのような趣旨の発言もございまし

た。

私も強制的に皆さんが防災士資格を得てい

るわけではなくて、自発的に皆さんそれぞれ

の、当時は個人での負担で防災士の資格を

取った方もいるでしょう。また、時を経てこ

ういう自治体の自主防災組織の中での活動費

の中から捻出をしていただいて、防災士の資

格を取った方もいるでしょう。さまざまな方

がおいでになります。

そこの思いは、一貫して自分が住んでいる

地域の防災力を高めていきたい、そしてその

役割を一つでも、少しでも担っていきたい、

そういう思いがおありだろうというふうに

思っておりまして、無理に全部の皆さんを把

握していただきたい、手を挙げていただきた

いということはありませんけれども、ぜひこ

こは私も常々思っておりまして、どのように

したら支部、組織というものを、組織があり

きではありませんけれども、ネットワークと

いうのを非常に強く思っておりまして、ま

た、単独で皆さんそれぞれ活動されて、でき

ることを精いっぱい頑張っていらっしゃるか

と思いますけれども、ネットワークが一番大

事というふうに思っております。

三沢市においても、先ほどの御答弁の中で

も、次の防災の取り組みに対して何かしらの

手だてを呼びかけていきたい。その前に、当

日を迎える前に、何かしらのきちんとした、

組織をぜひというそこまでの強引な思いでは

ありませんけれども、やっぱり把握をして

いって、そして当日を迎えるということが大

事ではないでしょうか。

先日の県の防災訓練におきましても、避難

所運営の場所に伺いましたところ、県の防災

士会の皆様が子供たちに、小学生、中学生の

皆様に段ボールのベッドを指導しておりまし

て、皆さんと一緒になってつくっている。や

はりこういう役割を担って、できるところを

一つ一つ市民の皆様、また、子供たち、大人

の皆様にも、これまで得た知識、技能を発揮

していただく場というのは、非常にこれから

大事だというふうに思っております。

たくさんある中でも、私がこれまでずっと

数年来思っておりました防災意識、防災士の

皆さんのネットワーク、そしてそれが市の中

で先進的に取り組んでいるところは、防災士

が講師となって、地域の中でさまざまな防災

講座を開催している。

こういうことをさまざま情報として得てま

いりましたので、もう一歩積極的な取り組み

を願うものですけれども、この点について再

質問させていただきます。

○議長（舩見亮悦君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 春日議員の再

質問の、もう一歩踏み込んだ防災士の方の把

握、それから設置ということでございますけ

れども、先ほど答弁の中で防災訓練または防

災の講習会などの呼びかけのときにという話

をいたしましたが、そのほかにも防災士の方

が三沢市に人数では６８名の方がいらっしゃ

るということを機構のほうで確認しておりま

す。この方々がそれぞれの考えがあって防災

士の資格を取られているのだろうと思います

ので、市の減災・防災の取り組みについて御

協力いただけるかどうかという意思も確認す

るために把握に努めてまいりたいと。そのた

めに市のホームページとか、訓練・講習会以

外にも、できる限りの機会に把握するために

努力をしてまいりたいと考えております。

以上でございます。
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○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。よろしくお願いいたします。

次に、２点目の結婚新生活支援事業につい

て再質問させていただきます。

市長より、今後、補助採択に向けて国・県

と協議をしてまいりたいということでありま

した。

この質問は、私個人といたしましては、平

成２８年第４回定例会に続いての２回目の質

問となりました。非常に当時の２８年に質問

いたしましたときには、スタートしたばかり

で、何かまだ市にとっても動向を見きわめと

いうようなところかなというふうに思ってい

るところでありますけれども、時を経て充実

に努めているところでありますけれども、今

後、前向きな答弁と受けとめました。

参考にですけれども、ちょっと乱暴な質問

かもしれませんけれども、ある程度どこを想

定していくのか。手順としまして補助採択、

言葉としてはそうだろうというふうに思いま

すけれども、今後、具体にどういうふうに、

実施というところになりますと、どういう手

順が必要になるのかなというような思いを抱

きました。

もし、お答えできましたら、これについて

再質問にお答えをお願いしたいと思います。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問について

お答えいたします。平成３１年の交付申請マ

ニュアルに基づきまして、参考にしましてお

答えいたしたいと思います。

まず、来年度の実施に向けての想定であり

ますが、来年の２月に県によるヒアリングが

ございます。それによりまして、国のほうに

事前相談ということで、実施計画を内閣府の

ほうに提出ということになります。それから

内閣府のほうと協議しまして、内閣府のほう

から内示を受けた形で、正式に今度は交付申

請という形で、三沢市とすればそこで青森県

のほうに実施計画を提出いたします。県のほ

うが内閣府のほうに提出いたしまして、そう

いうふうな形になりますと、その後、想定的

には９月議会のほうに、予算措置という形で

議会へ提示をさせていただくことになりま

す。その上で議会の可決後に、９月以降、１

０月になると思いますけれども、そのころに

なりますと市民のほうに要綱を提示しまし

て、それから市民のほうから申請していただ

く。ですから、令和２年度内、９月以降、１

０月以降に手続が完了するのかなというイ

メージであります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。イメージができました。ぜひ順調に

いきますように願っております。ありがとう

ございます。

次に、ふるさと納税の寄附項目についてで

ございます。

さまざまの中で、ふるさと納税といいます

と、昨今、日本の中で返礼品に対しての過熱

な報道等もございまして、さまざまあります

けれども、私も返礼品はないということは、

もちろんそのとおりでしょうというふうに

思っておりまして、各学校からおはがきの１

枚でも、感謝の思いが伝われば十分でないか

なというふうに思っております。個人的な思

いでありますけれども、県立高校が多いとい

うことでありますけれども、奈良市のほうで

したでしょうか、奈良市でもふるさと納税の

寄附項目に母校を応援する項目を入れている

ということをお聞きいたしました。

こちらの実施ですけれども、例えば仮にで

すけれども、導入をすることに対して検討を

進めていく中で、何か障害になるようなもの

というのはあるものでしょうか。

○議長（舩見亮悦君） 政策部長。

○政策部長（山本剛志君） 再質問にお答え

いたします。

障害になるものということでありますが、

特にそういうふうなことはありませんので、

まずは教育委員会、学校のほうに、小中学校

に寄附するということになりますので、教育
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委員会と協議を進めながら、三沢市がどうい

うふうな形でやればいいのか。

例的には、京都府の場合は、使途について

は京都府の母校応援ふるさと事業ということ

で返礼品なし。春日議員からも言われており

ます奈良市の場合は、学校ごとに具体的な事

業と目標金額を設定して、期間を設定してと

いう形で設けております。奈良市の場合は、

ここは返礼品があるような形になっておりま

すので、そういうふうな三沢市に最適なもの

をつくっていくためには、やはり教育委員会

と連携しながら導入に向けて検討していきた

いと考えております。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。

私は、教育現場に負担がかからないのが一

番だというふうに、大前提だというふうに

思っております。それが負担になったり重荷

になるのであれば、むしろ厳しいものである

なというふうに思っておりましたので、そう

いうことがないような内容を個人的には願っ

ております。よろしくお願いいたします。

次の再質問は、４番でございます急発進防

止装置設置補助制度についての再質問をさせ

ていただきます。

実は先ほどの市民生活部長からも御答弁ご

ざいましたとおり、私はこちらの通告後に、

部長から実は非常にいい情報を得ましたよと

いうことで、こちらを頂戴いたしました。大

変ありがたく思っております。

こちらは、１１月２７日のＮＨＫのニュー

スです。こちらを部長が検索をしていただき

まして、国の動向といたしまして、国もドラ

イバーによる交通事故を防ぐための社会問題

となっていることで、政府は新たな経済対策

の中でペダルの踏み間違いによる急発進など

を防ぐ後づけの装置を購入する費用を補助す

る方向で調整していることがわかりました。

来月以降の購入から対象となる見込みです。

来月ということは今月でございます。１１月

２７日のものでございますので、いよいよ準

備が整えば、今月から順次スタートになると

いうことで、非常に驚くやらうれしいやらの

思いでございました。情報をいただきまし

て、大変感謝しております。

そうしますと、この質問は、私は三沢市で

も何らかの形で、わずかでも市民の皆様の思

いに応えていただければありがたいという趣

旨の質問ではありましたけれども、部長の答

弁の中にも国の動向を見きわめてということ

で、国はこういうふうにＮＨＫで既に報道さ

れていますので、間違いなくこのことが実施

されるだろうというふうに期待を持っている

ものであります。

そこで、国が決定をしたときには、三沢市

としてはどのような市民の皆様への周知です

とか、そういう内容に対しては、市民の皆様

に対する対応というのはどういうふうになり

ますでしょうか。再質問させていただきま

す。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） 国が事業を

実施した場合の市の対応についてということ

になります。

まだはっきりとした制度が公布をされてお

りませんが、恐らく民間事業者等に申請をし

て、国が直接事業採択をして補助金を出すと

いう形になるだろうと思います。したがっ

て、その制度のＰＲ等に積極的に取り組ん

で、効果を上げるような形にしていきたい。

同時に、運転免許証自主返納事業もありま

すので、それらを含めて高齢者の方々に交通

事故に気をつけていただくような取り組みを

行っていきたいというふうに思っておりま

す。

以上です。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。よろしくお願いいたします。

次に、５番のおくやみ窓口の開設について

であります。

市としても、さまざまな状況で開設には至
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らない、その辺のことは理解をいたしまし

た。こういうことも御紹介をしながら、今、

市が取り組んでいるものが十分ではないとい

うそういう思いではございませんで、さらに

一歩踏み込んだ、寄り添ってというそういう

趣旨でございました。悲しみを抱いている方

に、また大変な状況がのしかかってきますの

で、少しでも温かい御配慮がなされればあり

がたいなというそういう思いでございまし

た。

先日も、私も部長にもお目通しを願いたい

ということで、こちらの新聞の記事をお手元

にお届けをさせていただきましたけれども、

直近では静岡市のおもてなしの市役所を目指

すということで、静岡市が取り組んでいる状

況が紙面で紹介されましたので、ここまで一

足飛びには難しいというふうに思ってはおり

ましたけれども、その中でちょっと可能なの

かなと思ったことがありまして、お聞きした

いと思っております。

結局、手続に２時間かかっていたものが５

０分に短縮されたということで、非常にこの

数字をお聞きしただけでも、負担がどれほど

軽減されたかということが皆さんにも御理解

いただけるというふうに思っておりましたけ

れども、こちらの窓口のみならず、さまざま

な福祉関係等で相談者と御一緒したときに、

それぞれ必要な書類が何枚もあって、相談者

の方は１枚１枚に氏名、住所、連絡先、手書

きで全部書いていくということであります。

これは通常のことだというふうに思いつつ

もですけれども、この新聞の中で、静岡市の

取り組みの中で、市は窓口開設にあわせ名前

や住所などを必要書類に一括で入力できるシ

ステムを導入したということであります。こ

のことはどうでしょうか。

市としても、窓口の開設は厳しくても、今

後の検討、可能であれば、るる手書きという

のも大変だという方もいらっしゃるかと思い

ます。さまざまな年齢によってはですね。こ

ちらは検討していただけるのかなというふう

な思いもございましたけれども、突然の再質

問ではありますけれども、この点については

いかがでしょうか。

○議長（舩見亮悦君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） ただいまの

御質問にお答えいたします。

確かに、例えば市民課一つにしても、書類

が一つではなくて、何種類にも住所、氏名、

これを書かなければいけない。それがいろい

ろな手続の際に、やはりその手続の回数ごと

に必要だということで、こういうことはでき

るのかなということで、今、担当課のほうで

も検討をこれからしようということで話をし

ております。

また、今ある中でも、いま一度、この部分

はどういうふうにしたらもっと手続がスムー

ズにいくのだろうということを、ほかの担当

課のほうとも協議しながら、今よりもまたさ

らによくなるような形にできないかというこ

とで、これを機に検討を進めることにしてお

ります。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 春日議員。

○１３番（春日洋子君） ありがとうござい

ます。ぜひよろしくお願いいたします。

最後に、６番の市立図書館への書籍消毒機

設置についての再質問をさせていただきま

す。

今般、こちらの質問の要旨にも明記させて

いただいたとおり、２回目の質問とさせてい

ただきました。といいますのは、個人的に期

待を持っていたというのが正直なところでご

ざいましたけれども、もちろん予算が必要と

なりますので、早速ということもできないと

ころもあるというのももちろん十分承知のこ

とでありますけれども、検討されてきていた

だいているということも認識をしているとこ

ろでありますけれども、導入に向けてどうな

のだろうという思いも２９年から抱いてまい

りましたので、さまざま各市の中では効果を

上げているということ、そしてまた、指定管

理を受けている市の図書館の皆様で、いろい

ろまたはかり知れないなというふうに思って
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おりました。

両輪で利用者の皆様への配慮、書籍を大切

にする子供教育への親子で訪れた方、また、

子供たちもその消毒機に本を入れての見守っ

ているところ、さまざま私は相乗効果という

ものがあるだろうと思っているものですか

ら、非常に設置に向けては期待をし、お待ち

していましたというそういうところも私の思

いでございました。

教育委員会としては、導入に向けて検討し

ているということでありますけれども、ここ

は全体的に御理解をいただきたいなという思

いがございまして、オーバーかもしれません

けれども、市全体で必要性を認識していただ

いているのかなというそういう思いも実は抱

いておりました。その点について教育部長か

らの御答弁ではありましたけれども、再質問

させていただいていいのかどうかという思い

もありますけれども、その点についてもう一

度よろしくお願いいたします。

○議長（舩見亮悦君） 教育部長。

○教育部長（山﨑 徹君） 再質問にお答え

いたします。

春日議員からは、今までも図書館について

はさまざまな御提言をいただいております。

読書というのは、やはり感性を磨き、想像力

を高めるというすばらしいものだと思ってお

ります。そういったことから、読書機会の充

実、一層上がりますように、消毒機につきま

してもできるだけ早く設置できるように前向

きに検討させていただきます。

以上でございます。

○議長（舩見亮悦君） 以上で、春日洋子議

員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時４５分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（舩見亮悦君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（太田博之君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

○６番（遠藤泰子君） ６番、拓心会遠藤泰

子でございます。

通告に基づきまして、政治姿勢、防災対

策、介護予防対策、人事行政の４点について

質問いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。

まず、政治姿勢。市長の米軍基地対策に対

する思いについてお伺いいたします。

米軍基地を抱える三沢市は、騒音問題をは

じめ事故・事件その他、所在することによる

さまざまなリスクが常に横たわっておりま

す。一方、現時点においては、米軍基地は国

防や安全保障政策上不可欠であり、日本のど

こかの地域で受け入れる必要があることも事

実であります。

そして三沢市は、今日まで基地が所在する

ことによる住民の負担、我慢あるいは不安が

ある中であっても、国防に対する協力を続け

てきております。さらに、基地の存在を否定

的に捉えるのではなく、プラス面を見出し、

ともにウィンウィンの関係、いわゆる基地と

の共存共栄を歴代の市長が進めてまいりまし

た。

小檜山市長のマニフェストには、基地対策

についての記載を見つけることはできません

でしたが、特に岡三沢地区においては騒音が

激しく、子育てや保育に影響があることか

ら、大きな課題として頭を悩ませ続けられて

こられたのではないかと拝察しております。

さて、小檜山市長は、前市政からの継続を

表明しておられることから、基地対策におい

ても基地との共存共栄のスタンスに変更はな

いものと理解をしているところであります

が、基地に対する思いあるいは認識について

は一人一人異なるものであり、同じ共存共栄

のスタンスであっても、市長による判断や政

策決定に差が生じ、三沢の未来にとって重要

な影響を与えるものと思います。このことか

ら、小檜山市長の米軍基地に対する思いにつ
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いて伺うものであります。

政治姿勢に関する１点目の質問ですが、小

檜山市長は現状において三沢市に米軍基地が

所在することのメリットをどう捉え、逆にデ

メリットやリスクをどう捉えているのかお伺

いいたします。

申し上げましたとおり、これまでと同じス

タンス、基地との共存共栄であっても、市長

の歩み方によってはゴールが変わってきま

す。日本海を隔てて情勢が緊迫しつつある

中、在日米軍の動きに影響を及ぼす可能性も

否定できないと思います。

基地とともに歩んできた三沢市でありま

す。小檜山市長には、揺れ動く社会情勢を敏

感に読み取り、しっかりと基地対策に取り組

んでほしいと願っております。

２点目の質問は、小檜山市長はどのように

リーダーシップを発揮し取り組まれるのか、

その思いについてお伺いいたします。

次に、防災対策。災害に強いまちづくりに

ついての質問となります。

防災対策につきましては、先ほど春日議

員、佐々木議員からも質問がありましたが、

ことしは６月下旬に九州を中心に発生した記

録的な大雨、９月上旬の台風１５号、１０月

上旬の台風１９号など、猛烈な風と猛烈な雨

による災害が発生したところであります。

特に関東を中心に被害が拡大した台風１５

号は、１０月１０日現在の内閣府の資料によ

ると、死者１名、重傷と軽傷を合わせて１５

０名の人的被害、住宅被害においては、全壊

２１９棟、半壊２,１２６棟、一部損壊３万

９,８２８棟とのことであります。このほ

か、ライフラインにおいては、大規模な倒木

や土砂崩れにより約９３万４,９００戸が長

期間に及ぶ停電、また、その停電に伴い約１

４万戸が断水したほか、広範囲な浸水や道路

の損壊、鉄道施設、医療現場、介護施設な

ど、さまざまな場面で被害が発生いたしまし

た。

被災した地域の皆様に対しては、心からの

お見舞いを申し上げる次第であります。

さて、近年頻発している風水害の状況を見

ますと、低地においては浸水被害、丘陵地形

では崖崩れや土砂災害、また、地形などに関

係なく局所的な竜巻など突風による被害も発

生しております。風水害は、日本全国どの地

域においても発生する可能性があり、また、

一旦大規模災害に見舞われると、地域の崩壊

にもつながるおそれもあります。

「まさか」が「またか」に変わりつつある

中、当市においても気候変動などの環境の変

化を踏まえながら、リスクに対する事前の対

策を今まで以上にしっかりと取り組む必要が

あるのではないでしょうか。

防災対策の１点目の質問は、当市において

は風水害に対するリスクをどのように捉えて

いるのかお伺いするものであります。

さて、最近、２０４０年問題がクローズ

アップされております。この問題は、２０年

後、団塊ジュニア世代が高齢者となり、６５

歳以上が約４,０００万人に達するのに加え

て、８５歳以上が高齢者人口の３割近くに達

することにより、現在の高齢世代がさらに高

齢化するという社会保障に関する問題であり

ます。

今後、高齢社会がさらに進行していく中、

社会保障に限らず地域の自主防災組織も同様

に高齢化していくことを思うとき、地域の防

災力を維持向上させるためには、自主防災組

織の充実を今から取り組むべきであると考え

るところであります。

平成３０年４月１日現在、青森県の自主防

災組織活動のカバー率は５３.０％、全国平

均の８３.２％を大きく下回り、下から２番

目、全国４６位の状況となっております。こ

のような状況を踏まえ、２点目の質問は、高

齢社会の進行に伴う当市の地域防災力向上へ

の取り組みについてお伺いします。

次に、防災士に関する質問ですが、先ほど

春日議員の質問にもありましたように、防災

士の有資格者がふえつつあります。防災士に

期待される役割は、防災・減災に関する知識

や技能を生かして自分や家族を守ること（自
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助）、初期消火や避難誘導、避難所開設など

発生直後の対応でリーダーシップを発揮する

こと（共助）の二つとされております。

大規模災害時においては、公助機能の限界

が指摘される中にあって、防災士は自助と共

助の両面においての活躍が期待されておりま

す。しかしながら、現状においては、防災士

の資格を取得したものの知識や技能を生かせ

ないままの、いわばペーパードライバー状態

になっていることが指摘されております。

三沢市に６８名の防災士がいることを先ほ

どお聞きしましたが、非常にもったいないと

感じているところであり、市民の生命・財産

を守るべき地方自治体には、防災力向上のた

め、防災士の育成とともにいかに活用するか

が求められていると思いますが、当市の見解

についてお伺いいたします。

次に、介護予防対策。フレイル健診につい

ての質問になります。

去る１０月２４日、公会堂において介護予

防講演会が開催され、フレイル予防について

のお話がありました。筋肉が衰えるなどによ

り、介護を必要とする一歩手前のフレイルと

呼ばれる状態になっているかどうかをチェッ

クする健診が、７５歳以上を対象に来年度か

ら実施されるとのことであります。その内容

は、運動や食生活の習慣、物忘れの有無な

ど、１５項目から成る後期高齢者質問票によ

り運動能力や栄養状態などを把握し、フレイ

ルの早期発見により重症化予防を推進してい

くというものであります。

実施に当たり肝心なことは、フレイル健診

をどのように活用していくかであり、フレイ

ル状態の場合の周りの人の適切なサポートや

介入により予防につなげていくことは、もち

ろん重要なことではありますが、健診後の適

切な対応に加えて、高齢者の通いの場を中心

とした地域ぐるみの介護予防、生活習慣病予

防、それから重症化防止を一体的に取り組む

必要があります。

当市においても、来年度の実施に向けて準

備を進めていると思いますが、１点目の質問

は当市におけるフレイル健診の実施方法につ

いてお伺いします。

２点目の質問ですが、国はフレイル健診の

質問票の回答結果を活用し、健診、医療、介

護情報と併用しながら地域で高齢者を支える

体制の整備を目指すとしています。

当市においても、各部署の垣根を越えた連

携の強化、また、町内会や各種団体等のつな

がりを持ちながら高齢社会の未来を見据えた

体制づくりを進めるべきと考えますが、当市

ではどのように進めていくのかお伺いいたし

ます。

次に、人事行政。会計年度任用職員につい

ての質問となります。

１２月２日付の東奥日報の１面に、非正規

公務員にボーナスという見出しで、自治体の

非正規職員の記事が掲載されました。

総務省の調査によると、地方自治体で働く

非正規職員、いわゆる臨時的任用職員は２０

１６年４月現在、全国で約６４万３,０００

人となっており、増加傾向とのことでありま

す。この人数は、地方公務員全体で約４人に

１人の割合に達するもので、臨時的任用職員

の多くは恒常的業務を担い、行政運営の重要

な役割を果たしてきたとされております。

こうした状況を受け、２０１７年５月に地

方公務員法及び地方自治法の一部を改正する

法律が成立し、２０２０年・来年４月から会

計年度任用職員制度が導入されることになり

ました。

この改正法の内容といたしましては、一般

職の会計年度任用職員を創設することによ

り、任用、服務規律等の整備を図るととも

に、任用要件の厳格化を行い、新制度への必

要な移行を図るというものです。また、給与

につきましては、職務給の原則や同一労働同

一賃金の原則に基づき正職員との均衡を図る

ことが求められております。

行政需要の多様化、高度化に対応し、安定

的に行政サービスを提供するためには、臨時

的任用職員の存在は不可欠であることから、

移行に当たっては経験、スキルのある人材を
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確保するために、正職員との均衡を求める制

度設計が必要であると思います。

他の自治体においては、勤務時間を減少さ

せるなどの手法で実質的に待遇が悪化する

ケースも問題視されているようであります。

財政上の制約もあると思いますが、行政サー

ビス全体が向上するためには、慎重かつ計画

的に人事行政を進めていかなければなりませ

ん。

１点目の質問となりますが、会計年度任用

職員制度に移行するに当たり、新制度の概要

とこれまでの雇用との違いについてお伺いい

たします。

さて、今回の改正の背景には、地方公務員

の働き方改革があります。臨時的任用職員の

待遇改善とともに、正職員の働き方も含め、

増大する行政需要に対応できるように、全体

を見渡しながら進めていく必要があります。

現在実施している正職員の再任用の取り扱

いや定年延長への対応を見据え、さらにはＲ

ＰＡ・定型業務の自動化、ＡＩ・人工知能の

活用による自治体業務の効率化も制度設計に

組み込みながら、将来を見据えたバランスの

よい人事管理が必要であると思いますが、２

点目の質問は、当市の全体的な人事管理の方

向性についてお伺いいたします。

３点目の質問は、移行に伴う財政上の影響

についてですが、１２月２日の東奥日報によ

ると、都道府県の非正規職員の人件費は、判

明分だけで１３０億円膨らむ見通しとのこと

でありました。当市における来年度の任用に

当たっては、人員数、勤務時間数、支給額、

手当など、今年度とは待遇が異なることか

ら、雇い方によっては財政的に影響を及ぼす

ものと思います。

総務省は、法改正に伴う人件費の増加分は

地方交付税で手当てする方針とのことであり

ますが、当市の財政上の影響をどう捉えてい

るのかお伺いいたします。

以上で質問を終わります。御答弁をよろし

くお願いいたします。

○副議長（太田博之君） ただいまの遠藤泰

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの遠藤議

員の御質問の政治姿勢の米軍基地対策に対す

る思いについては私から、そのほかにつきま

しては総務部長並びに市民生活部長からお答

えをさせますので、御了承願います。

まず、御質問の第１点目、米軍三沢基地所

在のメリットとデメリットをどう捉えている

のかにつきましては、当市は終戦当時から米

軍三沢基地の建設に伴う業務、従業員の雇用

など、基地経済等の発展により成長してまい

りました。現在では約８,０００人の軍人・

軍属及びその家族の方々が居住していると言

われており、そのほかにも基地内で働く従業

員や工事関係への雇用等を生み出しているほ

か、当市を代表するイベントである航空祭等

に県内外から多くの方々が訪れ、当市にとっ

て多くの経済的効果をもたらしていると感じ

ております。

また、ジャパンデー、アメリカンデーに代

表される基地との文化交流などにより、国際

色豊かなまちが形成され、バーベキュー文化

や英語に特化したまちづくりなど、国際文化

都市としての三沢市が形成されていると認識

しております。

他方、デメリットといたしましては、いつ

起こるかわからない航空機事故に対する市民

の不安や恐怖に加え、デモフライトなどに代

表される戦闘機等の飛行による騒音問題、米

軍人・軍属等による事故・犯罪などが発生

し、安全な土地で平穏な暮らしをと願う市民

が長年にわたって悩まされてきたという事実

も承知しております。

次に、第２点目、社会情勢の変化に伴い、

どのようにリーダーシップを発揮し取り組ん

でいくのかにつきましては、国際情勢や社会

情勢の変化に伴う防衛や外交政策については

国の専管事項でありますが、私としては歴代

の市長と同様、基地との信頼関係の構築のも

と、基本理念として掲げる基地との共存共栄
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を継承していきつつも、騒音問題や事件・事

故等に対しては、市民の生命及び財産を守る

ため、国はもとより関係機関に対し毅然とし

た態度で臨み、一つ一つの問題に迅速かつ丁

寧に対応してまいりたいと思います。悪に国

境はなしという考え方でございます。

また、騒音などさまざまな基地負担を強い

られている市民に対しましては、国の責任に

よる各種対策が不可欠であることから、今後

におきましてもあらゆる機会を捉え、民生安

定に努めていただくよう国に対し強く求めて

いくとともに、基地との共存共栄を基地行政

の柱としながら、市民の立場に立って基地対

策にこれからも取り組んでまいりたいと考え

ております。

私からは、以上です。

○副議長（太田博之君） 総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 防災対策の災

害に強いまちづくりの取り組みの１点目、当

市の風水害に対するリスクをどのように捉え

ているかについてお答えいたします。

近年、全国的に想定外の大規模な自然災害

が頻発しており、特にことしは東日本及び東

北地方の広範囲にわたる記録的な豪雨によ

り、各地で主要河川の氾濫、堤防決壊をもた

らした台風１９号の被害が記憶に新しいとこ

ろであります。

このような大規模自然災害から住民の生

命・財産を守るためには、市単独での対応は

困難であり、国や県と連携した対策が必要不

可欠であると考えますことから、三沢市地域

防災計画の災害予防計画の中で、国や県と協

力して河川改修工事や急傾斜地崩壊対策事業

等を推進しております。

また、平成２８年度に国土交通省東北地方

整備局が設立した高瀬川大規模氾濫時の減災

対策協議会においては、高瀬川流域市町村と

連携した減災対策に取り組んでいるところで

あります。

このほかにも地域防災計画及び土砂災害警

戒マップなど各種ハザードマップの見直しを

行い、ホームページによる周知や、各自主防

災会または町内会で実施される防災講話の中

で、事前対策や情報収集のあり方など災害リ

スクについて周知にも努めているところであ

ります。

市としましては、災害による人的被害、経

済的被害を少しでも軽減し、安心・安全を確

保できるよう、行政機関等による公助はもと

より、個人の自覚に根差した自助や、身近な

地域コミュニティー等による共助の重要性を

これまで以上に呼びかけながら減災対策に取

り組んでまいります。

次に、２点目の高齢社会の進行と地域防災

力の維持向上への取り組みについてお答えい

たします。

自主防災組織については、地域の防災力向

上を目的として、災害時の共助を円滑に行う

ため結成をお願いしているところでありま

す。全国的に見ましても、過去の災害におい

ても、日ごろから地域のつながりこそが災害

時に最も効果を発揮することが再認識されて

おります。

その一方で、高齢化やライフスタイルの多

様化により当市の地域活動の担い手が不足し

ており、町内会を基礎として設立されている

自主防災組織においても、同様の相談を受け

るケースがふえてきております。

担い手不足を解消するために、全国的には

自主防災組織の広域化の動きが広がってお

り、複数の町内会が合同で結成したり、小中

学校の学区ごとに設立するなどの事例も見受

けられますが、地域によって状況が食い違っ

たり、防災意識に温度差があったり、現実的

にはかなり調整が必要であると考えておりま

す。

当市においても、複数の町内会で自主防災

組織を結成している例もありますが、数が少

ないのが現状であります。このことを踏ま

え、防災管理課では市民出前講座に防災講話

を設け、市民の皆さんと直接対話をするな

ど、運営についての各種相談業務も行ってい

るところであります。

地域防災力のかなめとなるのは自主防災組
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織であるとの考えから、その継続的な運営に

ついては当市でもできる限りの支援を講じ

て、自助、共助、公助が一体となった災害に

強いまちづくりを進めてまいりたいと考えて

おります。

次に、３点目の防災力向上のための防災士

の育成及び活用についてお答えします。

防災士の役割は、地域の方々に防災・減災

に関する知識・技能を伝え、地域の防災力を

高め、地域の防災体制の確立の担い手とし

て、災害発生時には避難誘導などに当たるこ

とと認識しております。

このような知識・技能を習得した防災士の

方々が、地域と連携をとりながら自主防災会

や町内会などにおいて防災・減災などの啓発

活動を行い、地域の防災力を高めていただく

ことが当市の防災・減災への取り組みと結び

つき、災害時には大きな効果をもたらすもの

と考えております。このことから、市では団

体を対象として、防災士取得にも活用できる

防災に関する補助金を各自主防災会へ紹介

し、資格取得を勧めているところでありま

す。

また、防災士の資格は取得したものの、ど

のように活用してよいかわからず、貴重な人

材が地域に埋もれている可能性があり、防災

士同士の情報交流の場がないという現状も認

識しております。

以上のことから、市としましては、総合防

災訓練や防災講習会、また、その他の機会を

通じて積極的な参加を呼びかけるなど、防災

士の基本理念に基づいた知識・技能を活用で

きるようなさまざまな取り組みについて検討

してまいりたいと考えております。

続きまして、人事行政の会計年度任用職員

制度についての御質問の第１点目、会計年度

任用職員の概要についてお答えいたします。

現在、地方自治体におきましては、厳しい

財政状況が続いており、増大・多様化する行

政需要に対応するため、臨時的任用職員や嘱

託員等の数は増加しているところでありま

す。このような中、任用制度の趣旨に沿わな

い運用や処遇上の課題もありましたことか

ら、これらの課題に適正に対応するため、地

方公務員法及び地方自治法の改正により会計

年度任用職員制度が創設されたところであり

ます。

地方公務員法の改正では、特別職の非常勤

職員及び臨時的任用職員について、特別職の

うち臨時または非常勤の顧問、参与、調査

員、嘱託員等については、専門的な知識経験

等に基づき助言・調査等を行うものに限定

し、また、臨時的任用を行うことができる条

件としましては、常勤職員に欠員を生じた場

合に制限するなど任用要件等の厳格化が図ら

れております。このことにより、今年度まで

特別職として任用している非常勤嘱託員及び

臨時的任用職員のうち、先ほどの要件に該当

しない職につきましては、令和２年４月１日

からは会計年度任用職員として任用すること

となります。

また、地方自治法の改正では、会計年度任

用職員に対して期末手当や時間外勤務手当の

性格を有する割り増し報酬及び通勤手当の性

格を有する費用弁償の支給を可能としたとこ

ろであります。

次に、御質問の第２点目、導入に当たって

正職員も含めた全体的な人事管理の方向性に

ついてお答えいたします。

当市の人事管理につきましては、人口減

少、少子高齢化が進む中、今後も厳しい財政

状況が見込まれますことから、持続可能な財

政運営と安定した行政サービスを提供するた

め、三沢市定員管理計画を策定し、中長期的

な視点で職員数の適正化に取り組んでいると

ころであります。

三沢市定員管理計画では、計画の着実な推

進のため、社会状況の変化や多様化する行政

需要に効率的かつ柔軟に対応する組織の構

築、事業の見直し、職員構成に配慮した計画

的な職員採用に取り組むこととしているほ

か、専門的な知識や経験が必要とされている

業務、一定期間業務量の増加が見込まれる業

務に再任用職員と新設される会計年度任用職
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員を活用することについても掲げておりま

す。

人事管理の方向性につきましては、引き続

き事務事業の見直し等による適正な人員配置

に努め、再任用職員と会計年度任用職員につ

いては、事務の種類、特性、専門性を十分に

検討した上で配置してまいりたいと考えてお

ります。

また、定年延長につきましては、国の動向

を注視しながら対応してまいりたいと考えて

おりますが、定年延長が実施され退職者が生

じない年度においても、組織の活性化が図ら

れるよう新規職員の採用を計画的に進めてま

いりたいと考えております。

次に、御質問の第３点目、財政上どのよう

に影響するのかについてお答えします。

令和２年度の会計年度任用職員の人数につ

きましては、再任用職員数との調整により若

干の差はあるものの、今年度の臨時的任用職

員等の人数と同じくらいになるものと見込ん

でおります。そのため、会計年度任用職員制

度への移行により期末手当及び費用弁償等が

新たに支給されることから、財政負担等が見

込まれております。現時点での試算では、１

人当たり１割から２割程度の増額となる見込

みでございます。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 市民生活部長。

○市民生活部長（山本 優君） 介護予防対

策、フレイル健診についての第１点目、当市

におけるフレイル健診の実施方法についてお

答えいたします。

現在、当市では、市民がん検診の集団検診

の際、国保加入者の特定健診と一緒に後期高

齢者の健康診査を実施しております。そのほ

か、希望する方は個別に病院で健診を受ける

こともできます。

なお、受診の結果、要精密検査と診断され

た場合、受診勧奨と個別に相談を実施してお

ります。

現在の後期高齢者の健康診査は、メタボ

リックシンドローム対策に着目した標準的な

質問票により実施されており、フレイルなど

高齢者の特性を把握するものとしては十分で

はありません。

なお、フレイルとは、要介護状態に至る前

の段階として位置づけられており、この状態

となった特に７５歳以上の方は、心身の機能

の低下が急激に進行する傾向にあり、こうし

た高齢者の特性を踏まえた健康状態を総合的

に把握し、必要な支援につなげるため、国で

は令和２年度から後期高齢者質問票を導入

し、フレイル対策を進めることとしたところ

であります。

現在、集団健診委託先である青森県総合健

診センターでは、後期高齢者質問票の導入に

向けて作業中でありますので、令和２年度か

ら当市におきましても、現在実施している健

診の中で実施可能となるよう準備を進めてま

いりたいと考えております。

次に、御質問の第２点目、地域で高齢者の

健康を支える体制づくりについてお答えいた

します。

これまで実施してまいりました介護予防事

業としては、まず運動機能向上や栄養指導を

目的とした教室の開催が挙げられます。ま

た、地域のつながりや社会参加などを促すこ

とを目的に、集会所を拠点に実施している生

きがいづくり活動支援事業などが挙げられま

す。

これらの事業がフレイル対策につながるこ

とから、今後はフレイル健診の結果や医療・

介護・健診などの情報を各機関で共有するこ

とで、高齢者の生活機能低下防止と疾病予

防、重症化予防のサービスが一体的に行える

体制の整備を進めてまいります。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

１点目の米軍基地に対する小檜山市長の思

いは理解いたしました。

私は、やはり共存共栄と言っても、メリッ

ト、デメリットの均衡がとれていなければ、
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市民の不満につながるものと思っています。

もし、デメリットが大きいのであれば、立ち

向かってメリットが大きいと言えるように頑

張っていただきたいなと思います。

そこで、最近、デメリットとして感じてい

るのは、やはり以前よりも音も大きくなって

いるとか、岡三沢にお住まいになっている小

檜山市長であれば歯がゆいのではないかなと

思いますけれども、デメリットやリスクも過

剰となったならば、声を大にして言うべきは

言う、要求はきっちりとしなければならない

と思います。それが基地を抱えるまちの長と

しての大きな責務だと思います。

４万人の市民の代表として、毅然とした態

度でしっかりと取り組んでいくという、先ほ

ど力強いお言葉をお聞きしましたので、安心

しております。

そこで、再質問になりますけれども、リー

ダーシップを発揮して取り組む中で、懸案と

なっております岡三沢５、６丁目の集団移転

に取り組む考えがあるかお伺いしたいと思い

ます。

○副議長（太田博之君） 市長。

○市長（小檜山吉紀君） 遠藤議員の再質問

にお答えいたします。

歴代の市長が掲げておりますけれども、共

存共栄の中で、やはり地域が住むにふさわし

くない、あるいは住むためには非常によくな

いような環境、それは改めなければならな

い。

私も岡三沢に生まれて岡三沢に育って、こ

れからまた三沢で骨を埋めるつもりでござい

ます。けれども、やはりその地域住民と同じ

思いでございまして、集団移転ということで

何度も要請をしました。岡三沢だけでなく、

浜三沢もしました。そういう形で場を捉え

て、やはり東北防衛局なり、あるいはこちら

の本庁へ出向いていって、移転の実現に行く

と。そしてよりよき住居環境の実現にこれか

ら頑張っていきたいと思っておりますので、

そういう姿勢でおります。よろしくお願いい

たします。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 私たちも頑張ってい

きたいと思いますので、よろしくお願いいた

します。

米軍基地に対する再々質問はございませ

ん。

続いて、災害に強いまちづくりへの取り組

みについてなのですけれども、先ほどいろい

ろ取り組みについては詳しく、頑張ってい

る、いろいろな制度も使いながらやっている

ということでお聞きしましたけれども、そこ

で２０年後なのですけれども、これから高齢

社会がさらに進んでいく中、先ほども申し上

げましたけれども、先々を見据えて現在の状

況を改善させる取り組み、自助と共助を維

持・向上させる取り組みが必要だと思いま

す。

今後、２０年後の先を見据えた体制づく

り、現在の３０代から５０代ぐらいの方々を

巻き込んだ取り組みを進めていかなければな

らないのではないかなと思います。

今後、どのように取り組んでいくのか。高

齢化について、高齢社会の進行を考慮しなが

らどのように取り組んでいくのかお伺いいた

します。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） 再質問の２０

年後を見越した若い方たちの参加をどのよう

に進めていくかという御質問だと思いますけ

れども、自主防災会のみならず、町内会もそ

ういった問題を抱えるというふうに認識して

おりますので、根気強く、例えば若者の防災

に対する意識高揚を呼びかけるなど、地道に

活動していくしかないのかなと考えておりま

すけれども、防災士の皆さんに声がけしてい

くことも先ほど答弁で申し上げましたけれど

も、そのように防災士の方々もそういう活用

をしながら、ともに地道に取り組んでまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。
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○６番（遠藤泰子君） 今後、いろいろ根気

強く進めていくということで、安心しており

ます。今後は自主防災会だけではなく、町内

会とか民生委員とか食生活改善推進員、いろ

いろなさまざまな活動において、やはり高齢

社会というのを考えて取り組まなければ維持

できない状況になっていると思いますので、

その辺を踏まえた上でいろいろな計画を進め

ていくようにしていただきたいと思います。

再々質問はございません。

続いて、フレイル健診について。３点目の

予防対策についてですけれども、先ほども申

し上げたとおり、フレイル健診は単に健診を

実施すればよいというのではありません。こ

の事業の到達点というのは、高齢者が日常生

活をする中で予防をしていく体制づくりとい

うのが大事で、健康寿命を延ばすことでもあ

ると思います。

例えば今、先ほどお話ししたように、生き

がいづくりとか、それから町内活動を通じた

取り組みということで、例えばうちのほうの

町内でも実際にやっているのですけれども、

集会所に集まって食事会とかカラオケ、それ

から踊りとか、いろいろなことをやっており

ます。そういう日常生活の取り組みを予防対

策として組み入れていくという意識づけと

か、そういうことが必要だと思っています。

これから先、進む高齢社会に向けて、市民

に理解を求めながら高齢者の生きがい、通い

の場づくりに力を入れていっていただきたい

と思っております。

再質問はございません。

続いて、会計年度任用職員制度についてに

なります。

４点目の会計年度任用職員制度の移行につ

きましては、先ほどいろいろ、来年度・令和

２年度からいろいろやっていきますと。先ほ

ど人数は同じで１人当たり１割から２割増し

だということでのお話があったと思うのです

けれども、その辺のところの人数は何人でど

のぐらい増になるのか、教えていただきた

い。

○副議長（太田博之君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（佐々木 亮君） ただいまの再

質問、大体人数がどのぐらいふえて、金額的

にどのぐらいということでよろしいでしょう

か。（発言する者あり）

ほぼ同じなのですけれども、今ちょっと

しっかり財政のほうから聞いた話ですと、若

干２５名ほど多くなるのかなということでご

ざいまして、金額的には６,８００万円程度

ふえるものと今のところ予測しております。

以上でございます。

○副議長（太田博之君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 会計年度任用職員制

度への移行につきましては、当然、正職員の

働き方、それから組織の見直し、業務の見直

しも含めて、正職員がやるべき仕事、それか

ら非正職員がやるべき仕事をしっかりと精査

した上で、国の示している同一労働同一賃金

のほうの改正趣旨に沿って、行政サービスが

向上するように適切に対応していただきたい

と思います。

再々質問はありません。ありがとうござい

ました。

○副議長（太田博之君） 以上で、遠藤泰子

議員の質問を終わります。

─────────────────

◎日程第 ２ 議案第２７号から

日程第２３ 議案第４８号まで

○副議長（太田博之君） 次に、日程第２

議案第２７号令和元年度三沢市一般会計補正

予算（第３号）から日程第２３ 議案第４８

号十和田地区環境整備事務組合規約の変更に

ついてまでを一括議題といたします。

─────────────────

◎日程第２４ 総括質疑

○副議長（太田博之君） 日程第２４ ただ

いま一括議題といたしました全議案に対し、

総括質疑を行いますが、通告がありませんの

で、総括質疑を終結します。

─────────────────

◎日程第２５ 特別委員会の設置及
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び議案の付託

○副議長（太田博之君） 日程第２５ 特別

委員会の設置及び議案の付託を行います。

お諮りします。

ただいま一括議題となっております議案の

審査に当たりましては、８名をもって構成す

る予算審査特別委員会、同じく８名をもって

構成する条例等審査特別委員会をそれぞれ設

置し、慎重に行いたいと思いますが、これに

御異議ございませんか。

（「異議なし」と呼ぶ者あり）

○副議長（太田博之君） 御異議なしと認め

ます。

よって、予算審査特別委員会、定数８名、

条例等審査特別委員会、定数８名をそれぞれ

設置することに決しました。

それでは、議案の付託を行います。

予算審査特別委員会には、議案第２７号か

ら議案第３５号までの計９件を、条例等審査

特別委員会には、議案第３６号から議案第４

８号までの計１３件をそれぞれ付託します。

─────────────────

◎日程第２６ 特別委員会委員の選

任

○副議長（太田博之君） 日程第２６ 特別

委員会委員の選任を行います。

ただいま設置されました２特別委員会の委

員の選任については、委員会条例第８条第１

項の規定により、お手元に配付しております

特別委員会委員及び付託議案一覧表のとおり

指名します。

なお、各特別委員会の委員の方々は、次の

休憩中に、委員長、副委員長をそれぞれ互選

し、議長まで御報告願います。

また、ただいま設置されました各特別委員

会の組織会は、予算審査特別委員会を大会議

室、条例等審査特別委員会を第２会議室にお

いて、それぞれ願います。

この際、委員会開催のため、暫時休憩しま

す。

午後 １時５１分 休憩

────────────────

午後 １時５６分 再開

○副議長（太田博之君） 休憩前に引き続

き、会議を開きます。

先ほど設置されました２特別委員会の委員

長、副委員長の互選の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長、春日洋子委

員、副委員長、下山光義委員。条例等審査特

別委員会委員長、澤口正義委員、副委員長、

佐々木卓也委員とそれぞれ決しました。

─────────────────

○副議長（太田博之君） 以上で、本日の日

程は終了しました。

なお、明日から１１日までは、特別委員会

審査等のため、本会議は休会となります。

次回本会議は、１２日午前１０時から会議

を開きます。

本日は、これをもって散会します。

お疲れさまでした。

午後 １時５７分 散会


